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 「技術提案」については、提出のあった
各々の提案内容を比較する評価を行うもの
とする。
 「施工体制評価点」の評価結果が最高点
でない者に対しては、「加算点」についても
減じる措置（計算式：開札後の加算点＝｛審
査の結果から得られた施工体制評価点／30
点｝×審査の結果から得られた加算点）を
行う。

 落札者の決定方法
 入札参加者の「評価値」が最も高い者を
落札者とする。
なお、落札の条件は、次のとおりとする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格
によっては、その者により当該契約の内容
に適合した履行がされないおそれがあると
認められるとき又はその者と契約を締結す
ることが公正な取引の秩序を乱すこととな
るおそれがあって著しく不適当であると認
められるときは、次のア及びイを満たし、
かつ適切な入札価格と考えられる入札をし
た者のうちから、評価値の最も高い者を落
札者とすることがある。
ア 入札価格が予定価格の制限の範囲内で
あること。
イ 技術提案が発注者の予定している最低
限の要求要件を下回らないこと。また、
「評価値」が標準点を予定価格で除した
数値（「基準評価値」という。）を下回らな
いこと。

 上記において、評価値の最も高い者が
２者以上ある場合は、当該者にくじを引か
せて落札者を決定する。
 落札者となるべき者の入札価格が調査基
準価格を下回る場合は、低入札価格調査を
行うものとする。

 評価内容の担保
 実際の施工に関しては、技術提案に記載
された内容により施工し、工事完成後に履
行状況について検査を行う。受注者の責に
より記載内容が満足できない場合は、工事
成績評定の減点、違約金の徴収の措置を講
ずる。

 情報化施工技術活用に関しては、提案に
記載された内容により施工するものとし、
工事完成検査時に、活用した技術の種類、
適用した工種及び作業内容等について確認
を行う。確認の結果、受注者の責により提
案内容が不履行であった場合は、工事成績
評定の減点の措置を講ずる。

４ 入札手続等
 入札契約担当部局 〒4608516 名古屋市
中区三の丸１２２ 東海農政局会計課事
業経理調整係 電話0522017271 内線
2202
 入札説明書の交付期間、場所及び方法 入
札説明書は、電子入札システムにより次の期
間交付する。
ただし、電子入札システムによる入手が困
難であり、電子媒体による交付を希望する場
合は、あらかじめその旨を以下の場所へ申込
みを行った上で、次の期間、場所にて交付す
る。
 交付期間 令和３年７月30日から令和３
年９月22日（行政機関の休日を除く。）まで
の午前９時から午後５時まで
 交付場所 〒4608516 名古屋市中区三
の丸１２２ 東海農政局農村振興部設
計課調整係 電話0522017271 内線
2614
 その他 配付資料は無料である。
 関連情報の交付期間、場所及び方法 本
工事に係る関係設計図書については、Ｃ
ＤＲによる交換配布とするため、交付希
望者はあらかじめその旨を上記の場所へ
連絡の上、未開封のＣＤＲを持参するか、
郵送（書留郵便に限る。提出期間内必着。）
又は託送（書留郵便と同等のものに限る。
提出期間内必着。）により提出すること。郵
送又は託送の場合は、必要となる切手を貼
り付けた返信用封筒（宛先入り、書留郵便
に限る。）を同封すること。

 申請書及び資料の提出期間、場所並びに方
法
 提出期間 申請書は令和３年７月30日か
ら令和３年８月20日（行政機関の休日を除
く。）までの午前９時から午後５時まで。資

料は令和３年９月17日から令和３年９月22
日（行政機関の休日を除く。）までの午前９
時から午後５時まで。
 提出場所 上記のに同じ。
 その他 申請書及び資料は、原則、電子
入札システムにより提出すること。ただし、
発注者の承諾を得て紙により提出する場合
は、上記のへ持参、郵送（書留郵便に
限る。提出期間内必着。）又は託送（書留郵
便と同等のものに限る。提出期間内必着。）
により提出すること。

 入札保証金の納付等に係る書類の提出期
間、場所及び方法
 提出期間 令和３年11月１日から令和３
年11月15日（行政機関の休日を除く。）まで
の午前９時から午後５時まで。
 提出場所 上記に同じ。
 提出方法 持参、郵送（書留郵便に限る。
提出期間内必着。）、託送（書留郵便と同等
のものに限る。提出期間内必着。）又は電子
メール（提出期間内必着）により提出する
こと。

 入札、開札の日時、場所及び提出方法
 入札書は、原則、電子入札システムによ
り提出すること。ただし、発注者の承諾を
得た場合は紙により持参又は郵送（書留郵
便に限る。）すること。
 入札書の受領期間は、電子入札システム
による場合は令和３年９月17日から令和３
年９月22日（行政機関の休日を除く。）まで
の午前９時から午後５時までとする。紙入
札方式による場合は令和３年９月17日から
令和３年９月22日（行政機関の休日を除
く。）までの午前９時から午後５時に上記
の担当部局へ持参又は郵送（書留郵便に限
る。提出期間内必着。）すること。
なお、開札は、令和３年11月16日の午前
10時に東海農政局入札室で行う。

５ 低入札価格調査対象工事
 低入札価格調査対象工事に係る品質確保等
の対策について 開札の結果、低入札価格調
査の対象工事となった場合は、「低入札価格調

査対象工事に係る品質確保等の対策につい
て」（平成18年４月25日付け18農振第177号農
村振興局整備部長通知）に基づき、次のとお
り低入札価格調査対象工事に係る品質確保等
の対策を実施する。
 施工体制の点検 施工体制台帳提出時に
施工体制の確保を図るため、主として、現
場管理費、一般管理費等の構成項目の内訳
費用の詳細について提出を要請する場合が
ある。
さらに、「施工段階確認実施要領」（令和３
年３月30日付け２農振第3742号農林水産省
農村振興局整備部設計課長通知）等に基づ
き、重点的な工事監督を実施する。
なお、事前通告をしないで点検すること
がある。
 下請契約状況の調査 低入札価格調査ヒ
アリング時に下請契約計画書を提出すると
ともに、随時、下請への支払状況について
確認を求める場合がある。
 受注者側技術者の増員について 専任の
監理技術者の配置が義務付けられている工
事が低入札価格調査対象工事となった場
合、受注者は東海農政局管内直轄工事にお
いて、本入札公告を行った日から過去２ヶ
年以内に完成した工事、あるいは契約時点
で施工中の工事に関して、次のいずれかの
要件に該当するときは、監理技術者と同等
の要件を満たす別の技術者１名を専任で現
場に配置させることとし、低入札価格調査
資料提出時点で追加する配置予定技術者の
資格等確認資料を併せて提出すること。
なお、当該資料の提出がなかった場合は、
落札決定しない場合がある。
ア 工事成績評定の評定点が70点未満を通
知された者。
イ 発注者から施工中又は施工後におい
て、工事請負契約書に基づいて修補又は
損害賠償を求められた者。ただし、軽微
な手直し等は除く。
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